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１．緒言

中学校技術科は、中学校の教科「技術・家庭科」の中の技術分野の部分であり、中学校にのみ設置されて
いる必修教科である。行政上は学校教育法施行規則により「技術・家庭科」として単一の教科で扱われてい
るが、教育職員免許法では「家庭科」とは独立した単一の教科として扱われているという矛盾した構造を持
っている教科である。また、技術科は1969（昭和44）年４月１４日告示の学習指導要領（1972年４月実施）にお

いて「技術・家庭」の男子向きとして位置づけられていた領域を、1977(昭和52)年７月２３日告示の学習指導要
領（1981年４月実施）において技術系列に改変して家庭系列との「相互乗り入れ」を行い、1989(平成元)年３
月１５日告示の中学校学習指導要領（平成5年４月実施）によって、木材加工および電気領域を男女問わず全て
の生徒が履修することとなった。現在は、1998(平成10)年12月１４日告示の中学校学習指導要領（平成14年４
月実施）によって、完全週５日制の下で各学校がゆとりの中で特色のある教育を展開する教育が行われてい

る。このような、義務教育段階において生徒に与えられている唯一の技術教育がなされる場の中学校技術科

を円滑に実施するためには、十分な資質を持った技術科教員が各中学校に配置されなければならない。しか
し、中学校で技術科を担任する教員は、１校当たりの人数が少なく、非常勤講師の割合が増加していく傾向
にあるなど、技術科教育を充実させるには多くの問題を抱えていることは既に筆者が指摘したことである')2)。
本論文は、以上のような状況を踏まえ、以下の３点を解明しようとするものである。まず第１点は、1998年
告示の中学校学習指導要領が2004(平成16)年度に完成年度を迎えた現在において、公立中学校で技術科を担
任する教員配置の問題点を岡山県を例として明らかにすることである。第２点は、公刊された資料から技術
科担任教員の問題点を明らかにしようとすることである。この点に関する従来の報告3)4)は、当該教員に対す
るアンケート調査によるものが多く、その方法の制約から他教科との比較や経年による変化を十分とらえて

きたとは言い難い。本稿では、岡山県教育関係職員録に記載されている中学校教員の担任教科を集計・解析
することによって、技術科担任教員の配置状況を他教科の担任教員との比較や年度の経過による変化から明
らかにしていくことにする。

さらに、着眼点として１校当たりの学級数が広く分布している岡山県下の中学校の特徴を利用して、学校
規模と技術科担任教員との関連についても検討を加えた。以上の検討結果は、技術科担任教員の配置の改善
と、ひいてはより充実した技術科教育を円滑に進めるための示唆を与えるものであると思われる。

２．方法

岡山県教育関係職員録の1983,1995および2004年版を資料とした。技術・家庭科にとって1983年度は１９７７

年７月２３日告示の学習指導要領が、1995年度は1989年３月１５日告示の中学校学習指導要領が、そして、2004年
度は1998年12月１４日告示の中学校学習指導要領がそれぞれ完全実施された完成年度である。
岡山県下の国立１校と中高一貫の県立１校を含むすべての公立中学校について、教科担当の記載のある教

頭、教諭、講師、非常勤講師を集計の対象とし、校長、教科担当記載のない教頭、研修などで出向中の教諭
および産休、育休の教諭は集計の対象としなかった。教頭および教諭を専任教員とし、それ以外の教員は非
常勤等教員という形で区別した。

担任教科は氏名の前に記載されている教科を示す漢字で判断した。ただし、保健・体育については、「保・
体」、「保」、「体」と記載されているものをすべて「体育」として集計した。また、「特｣、「障」につい
ても「障害児学級」として、さらに「ALT」、「AET」、「ELT」、「英語指導助手」はすべて「英語指導助手」
として、「スクールパートナー」、「スクールアドバイザー」、「心の教室相談員」、「スクールカウンセ
フー」、「スクールサポーター」、「カウンセラー」は、すべて「教育相談」として教科名に準じて集計し
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表１．教科別担任教員の担任方法別割合の年次推移
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た。複数教科の担任の記載されている者については、最初の文字が表す教科を主たる兼担教科とし、第二字
以後の教科を従たる兼担教科とした。

３．結果および考察

３－１教科別担任教員の担任方法別割合

各教科について、その教科のみ担任する教員（単一担任）、主たる兼担教員および従たる兼担教員の割合
を表１に示した。総専任教員数は、少子化の影響で年度が進むにつれて減少しているが、総非常勤等教員数
は年度が進むにつれて増加している。これは、「公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関
する法律」等（いわゆる義務標準法）の一部改正が平成１３年に行われ、必要に応じて都道府県独自で教員加
配が可能になったため、非常勤講師等の教科担任や教育相談・英語指導助手の各校への配置が進んだのが一

因と思われる。総担任教員数も1995年は1983年より400人余り減少しているが、以上の理由から2004年は1995
年とほぼ同様であった。

専任の単一担任教員、主たる兼担教員および従たる兼担教員の割合を全教科合わせた総数で見ると、１９８３
年から2004年にかけて単一担任の割合が増加し、主たる兼担・従たる兼担の割合はいずれも減少した。しか
し、技術については主たる兼担教員の割合も従たる兼担教員の割合も減少しなかった。とりわけ技術と家庭
は、従たる兼担教員が2004年でもそれぞれ16.0％、１３．３％と１割以上を占め、他教科の２倍あるいはそれ以
上となっている。なお、全教科を合わせた場合、主たる兼担教員の割合より従たる兼担教員の割合の方が高
いのは、３教科以上を兼担する教員がいることによるものである。

３－２学校規模別の教科別平均担当者数
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教科別担任者数の学校規模別平均値を、2004年について図１に示した。平均担任教員数の最も少ない教科

は、６学級未満では技術、６学級以上１２学級未満では家庭、１２学級以上１９学級未満では技術、１９学

級以上２５学級未満では家庭、２５学級以上では技術であった。

３－３兼担教科の２教科間の組み合わせ

兼担する教員の組み合わせの関係を見るために、2004年の兼担教員について２つの教科間の兼担状況を表

２に示した。表の数値を横に見るとそれぞれの教科について従たる兼担教員の主たる兼担教科ごとの人数、

表２．兼担教科の２教科間の組み合わせ頻度（２００４年）
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縦に見ると主たる兼担教員の従たる兼担教科ごとの人数がわかる。技術を兼担する教員の主たる兼担教科は、

理科が最も多く、ついで数学・体育の順であった。技術を主に兼担する教員は理科を兼担する教員の割合が

最も高く、次が社会であった。

３－４各教科の担任方法別割合と学校規模の関係

2004年度について兼担の状況を学校規模別に図２に示した。いずれの教科も学級数が増えるに従って単一

担任の割合が増加した。１２学級未満の小規模校の従たる兼担で実施している教科を見ると、６学級未満で

最も割合の高い教科は技術で36.1％、次の家庭は24.3％、６学級以上１２学級未満で最も高いのは家庭で

28.8％、次が技術で21.3％であった。

中学校で教科を担任するには該当する教科の教員免許が必要である。免許教科以外を担任する場合に必要

な手続きは、専任教員の場合は免許外担任申請、非常勤等の教員の場合は臨時免許状の交付申請である。ち

なみに、岡山県教育委員会によると、２００２（平成14）年．２００３（平成１５）年．２００４（平成16）年の免許外担

任申請の件数は、年度順に技術２０．２０．１７、家庭１７．１１．１１、数学１．０．０、理科０．０．

０という回答であった。２００４（平成１６）年について見ると、専任で技術の従たる担任28人のうち17人（60.7%）

は免許外担任であった。一方、専任で数学・理科の従たる担任には免許外はいない。中学校の全９教科を完

全に遂行するとなると、最低でも１校に１０人（技術科、家庭科は各１名）の教員が必要である。ところが、

教員数は学級数によって前掲の義務標準法によって決定され、例えば１学年１学級の全校で３学級の中学校

の場合には、教員定数（ここで言う教員は教頭、教諭、助教諭及び講師を指し、校長、養護教諭、養護助教

諭や非常勤講師は含まない）は、３（学級数）×２．６６７（学級数３の場合の乗数で学級数によって異な

る）とされ、計算すると９人（１未満の端数は１に切り上げる）となる。

このように、小規模校は教員定数が少ないので免許外教科の兼担によって授業を実施することはやむを得

ない。しかし、学習指導要領で中学校で指導する教科と標準授業時間数を定めているということは、義務教

育段階で国民にその教科が適切に指導されるという教育環境と条件を保証するということでもある。理科や

数学を担当している教員は100％該当教科の免許を持っているのに対し、技術科及び家庭科の免許を持ってい

ない教員のいる中学校が年々わずかずつは減少しているとはいえ存在することはやはり問題があるといえよ

う。

兼担教科の組み合わせの特徴を見ると、家庭を従たる兼担教科とする教員の主たる兼担教科は、ほぼ全て

の教科にまんべんなく広がっていた。現在は、家庭科に男性の教員が珍しくなくなってきているとはいえ圧



岡山県における中学校技術科教員の状況 7７

倒的に女`性が多い。教科の中に含まれる「生活の自立と衣食住」・「家族と家庭生活」の内容は、女性であ

れば誰でもできるだろうという安易な考え方が学問的な関係よりも重視された結果ではないかと思われる。

これに対し、技術は理科・数学・体育・社会を、主たる兼担教科とする教員によって担任される場合が多か

った。これらの兼担教科の組み合わせ方は、体育を除いては自然科学系の教科同士または社会科が技術で扱

う環境問題と関連するなど教科内容の近いものになっている。学問的な関連性の少ない体育との組み合わせ

は問題が残るように思われる部分である。
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図２．各教科の担任方法別割合と学校規模別の関係（2004年，非常均等を含む）
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技術と家庭の兼担教科の推移を図３に示した。技術は年を追うごとに数学と体育を兼担する教員が増加し、

国語、英語を兼担する教員が減少している。1983年と2004年で技術を従たる形で兼担する主たる兼担教科は
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図３．技術・家庭科を兼担する教員の主たる兼担教科の推移

（）内は従たる兼担教員数

教員が減少して、英語を兼担する教員が増加している。

３－６教科別担任教員の担任方法別割合

兼担教科も１名とした時の各教科の１校当たり担任教員数分布を表３に示した。そ‘

校当たり１名の教員で担任される割合の高い教科は音楽、美術、技術、家庭であった。

それぞれの年を通して１

と。さらに２名以上で担

表４．単一担任および主たる兼担教員糊ljの学校数分布の年次推移表３．教科l3Ij担任総教員数月Ⅱの学校数分布の年次掴謬り
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任される割合は、技術、家庭の方が音楽・美術より低かった。なお、技術、家庭をはじめ教科によっては

担当する教員のいない中学校が散見されているが、このような学校では担任教科の記載されていない非常勤

教員等によって授業が行われているものと思われる。

３－７教科別担任教員の担任方法別割合

免許を持って担任していると思われる単一担任および主たる兼担の専任教員数別の学校数分布の年次推移

を表４に示した。単一担任・主たる兼担教員のいない学校数が多い教科は音楽、美術、技術、家庭であった。

技術はその数が1983年から2004年の間にいくらかは減少したが、家庭は単一担任・主たる兼担教員のいない

学校数が多く、そのような学校は1983年から2004年の間に増加している。また、技術は単一担任・主たる兼

担教員が２人以上いる学校が全ての教科の中で家庭についで少なかった。ところで、１２学級以上の学校で専

任の単一担任・主たる兼担教員がいなかった教科は、技術は1983年の２校、1995年の１校、2004年の２校で

あった。家庭は1983年の３校（うち１校は産休)、1995年の４校(うち２校は育休)、2004年の５校(うち１校は

育休)、音楽は1983年の３校、1995年の３校（うち１校は育休)、2004年の４校（うち２校は産休と育休)、美術

は1983年の１校、1995年の２校(うち１校は育休)、2004年の１校、その他の教科では皆無であった。

本論文では、1977年、1989年、1998年の３次の学習指導要領の体制について調査したが、調査した年度の

いずれも全ての指標で技術科担任教員の配置状況は大変劣った状況にあった。この結果は指導要領の改訂が

技術科担任教員の配置に何ら影響を与えなかったことを示している。

1998年告示の学習指導要領では、完全週５日制の下で各学校がゆとりの中で特色ある教育を展開し、生徒

に「生きる力」を培わせることをねらいとして、基準の大綱化や弾力化が図られ、学校や教師の創意工夫を

加えた学習指導が十分展開できるようになっている。

このような学習内容の改訂を実施するには、その教科を担任する教員の意見交換の上に立った授業作りが

どうしても必要である。しかし、多様な意見を交換しうる２人以上の技術科担当教員のいる学校は少なく、

技術の免許を持つと推定される専任教員が２人以上いる学校はきわめて少なかった。また、技術の免許を持

つ教員のいる小規模校もわずかであった。このような技術を兼担する教員の状況から見て、兼担教員が技術

科に積極的に取り組むことはなかなか困難なように思われる。家庭科の調査であるが、免許を持たない教科

に対しての積極的な意欲の生じにくさ、教材研究に要する負担の大きさゆえの余裕のなさ、授業の充実度の

少なさなどの問題点については既に報告されているところである5)6)。ところで、新しい教材を開発して授業

を試みるには大学時代に専門的な知識Ｐ能力を習得しておくことが望まれることはいうまでもないが、２００４

年学習指導要領を円滑に実施するには、技術科免許を持つ教員が２人以上配置され、かつ新しい授業を検討

する中心となる学校を増やし情報発信すると同時に、小規模校にも技術の免許を持つ教員をもっと配置する

ことが望まれる7)。

３－８各教科の学習指導要領に定める授業時数比と教員数比

表５．学習指導要領に定める授業時数の教科間比と単一担任および
主に兼担する教科ごと教員数の教科間比との比較

〈
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員数比率は、技術担任・家庭担任を合わせた教員数を２としたときの比率を「技家」、技術科担任の教員数を１とした
ときの比率を「技術」として表した。
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技術科教員の配置状況の妥当性を検討するために、各教科の免許を持つと推定される教員数の比率と標準
授業時数の比率との比較を表５に示した。技術・家庭を１教科としたとき、技術科教員と家庭科教員の和に
比べてその他教科の教員数は必ずしも多くはない。技術・家庭を二分して技術を１教科としたときには、技
術科教員数の比率は標準授業時数の比率より大きくなっている。これは、家庭科教員が技術科教員より少な
いことによるものである。数学は、学習指導要領改訂の度に標準時間数の比に対して教員数の比が上昇し、
2004年には標準授業時数の数値よりも大きくなっている。反対に、家庭は改訂の度ごとに標準授業時数の割
合に対して減少しているのは問題である。授業時数に比例した教員数で配置した場合、最も授業時数の少な
い技術、家庭は、専門的知識を持った免許教員を十分配置できず、新しい授業の試みが困難になりやすいこ
とは既に述べたとおりである。学級・学年・教員の編成などに関する事項は、基本的には前掲の義務標準法
に規定される面が多いが、教職員定数は総定員数のみしか示されていないので、限られた枠の中でどの教科
の教員を配置するかは結局、地方自治体・各学校及び所属教員の教科間等が反映される事になる。関係各所
各人にはもう一度以上のような技術科の現状を考慮の上教員配置を願いたい。同時に技術科教員の養成に携
わる者も、学生に可能な限り技術科以外にも複数の教員免許状の取得を勧めると同時に、実力を付けて中学
校教員に志望するよう強く働きかける事も含めて、技術科担当教員の状況を改善する働きかけが必要であろ
う。また、技術科教員の研修の保障と官民関係諸機関による研究会や研修講座での再教育も創意工夫を加え
た学習指導を実践する上で必要であると考えられるが今後の課題であろう。

４．要釣

岡山県教育関係職員録を資料として、中学校技術科担任教員の状況について解析した結果、次のことがわ
かった。

１）中学校技術科は、技術の教員免許を持たないと推定される教員の兼担によって実施される割合が高く、
小規模校ではこのような兼担の割合がきわめて高かった。

２）2004年度に技術を兼担する教員は、理科・数学・体育・社会を主とする教員で全体の78.6%を占め、教科
内容の近い理科・数学や内容が－部関連する社会で64.3%を占めていた。

３）2004年度に技術の教員免許を持つと推定される技術科担任教員が２名以上いる学校は、全教科中で家庭
に次いで少なかった。

最後に､本研究は馬路泰蔵｢中学校家庭科の担任教員の状況」日本家政学会誌ＶＯＬ45,No.５，pp437～445(1994）
を参考にさせて頂きました。ここに感謝致します。
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６４．３percentaretheteachersofscienceormathematics，ｗｈｉｃｈｈａｖｅｍａｎｙｄｅｔａｉｌｓｉｎ
ｃｏｍｍｏｎｗｉthindustrialarts，orsocialstudies，ｗｈｉｃｈｈａｓｓｏｍｅｒｅｌａｔｅｄｐｏｉｎｔｓｔｏｉｔ、

3）Afewschoolshavemorethantwoteacherswhoareconsideredtohavelicensefbr
industrialarts・Ｉｎ２００４，ｔｈｅｎｕｍｂｅｒｏｆｔｈｅｓｃｈｏｏｌｓｉｓｔｈｅｓｅｃｏndsmallest，ａｆｔｅｒｔｈａｔ
ｏｆｈｏｍｅｅｃｏｎｏｍｉｃｓ．


